
≪類型１様式≫

令和３年度

県出資等法人運営評価シート

名 称

記入責任者職氏名

提 出 日

所管部局室課等名称

記入責任者職氏名

提 出 日

法
人

所
管
部
局

※ 「Ⅳ財務」の「財務評価」については、sheet「財務評価」に基づいて算出してください。



No. 0

Ⅰ　法人の概要

１　基本情報 令和３年７月１日現在

常勤役員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和２年度実績

常勤職員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和２年度実績

２　県施策推進における法人の役割《所管部局記載》

1

2

3

4

３　公的サービスを提供する事業主体としての適切性《所管部局記載》

(1)　他の民間団体等との代替性及び役割分担について

(2)　県直営との比較（機動性・効率性・専門性等の法人の長所、強み）について

４　連携・協働のあり方《所管部局記載》

●

 法人の名称
　所管部局
　室・課等

●●部

●●課

 事業内容

 資(基)本金等 円
 うち県の出資等
 ・割合

 設立の根拠法令
　代表者
　職・氏名

 設立年月日
（公益法人への移行年
月日、統合等があった
場合、その年月日、相
手団体の名称等）

昭和●年●月●日
 事務所の所在地

〒●●●-●●●●

岩手県●●市・・・

 電話番号 ●●●-●●●-●●●●

 ＨＰアドレス

円

うち県OB

合計 うち県現職 うち県OB

合計 うち県派遣

#DIV/0!

 設立目的

平均年収 平均年齢

平均年収 平均年齢



Ⅱ　経営目標の達成状況

１　事業目標

1
①
②
③
④
⑤

2
①
②
③
④
⑤

3
①
②
③
④
⑤

4
①
②
③
④
⑤

5
①
②
③
④
⑤

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

《令和４年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

《令和４年度》

取
組
内
容

事業目標

事業目標

事業目標

事業目標

事業目標

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》



Ⅱ　経営目標の達成状況

２　経営改善目標

1
①
②
③
④
⑤

2
①
②
③
④
⑤

3
①
②
③
④
⑤

4
①
②
③
④
⑤

5
①
②
③
④
⑤

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

《令和４年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》 《令和４年度》

取
組
内
容

《令和４年度》

取
組
内
容

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》

課
題

目標値《令和２年度》 実績 《令和３年度》



Ⅲ　役職員の状況

１　役員（令和３年７月１日現在） (単位：人)

※役員には監事を含む。

２(1)　職員（令和３年７月１日現在） (単位：人)

管理職

一般職

小計

管理職

一般職

小計

人 人 人

※管理職：課長職相当以上とする。役員兼務の者は、役員・職員の両方に計上し、職員数には「(役員兼務)」欄で表示する。

※プロパー：法人直接雇用の常勤無期職員。

※その他：プロパー、県派遣、県OB以外で、他団体派遣職員や法人直接雇用の有期職員等。

２(2)　職員の年齢構成（令和３年７月１日現在） (単位：人)

常勤 管理職

プロパー

県派遣

県OB

その他

一般職

プロパー

県派遣

県OB

その他

計

法人説明欄
〔役職員数の状況について〕

〔県の関与の状況について〕

〔職員の年齢構成について〕

19歳以下 20-29 30-39 40-49 50-60 61歳以上 計

　　　「県派遣」のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第６条第２項に基づき県が給与支給する者の数

令和元年度 令和２年度 令和３年度

　計

非常勤

常勤

(役員兼務)

県OB その他プロパー 県派遣 県OB その他プロパー 県派遣 県OB

(役員兼務)

令和元年度 令和２年度 令和３年度

その他 プロパー 県派遣

　計

非常勤

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

令和元年度 令和２年度 令和３年度

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他 県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他県OB その他

常勤



Ⅳ　財務の状況 【社団・財団】

(単位：千円)

資産

流動資産

うち現預金

うち有価証券

固定資産

基本財産

うち投資有価証券

特定資産

うち投資有価証券

その他固定資産

うち投資有価証券

負債

流動負債

うち有利子負債

固定負債

うち有利子負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

経常収益

経常費用

事業費

うち人件費

うち支払利息

管理費

うち人件費

評価損益等増減額

　当期経常増減額

経常外収益

経常外費用

　当期経常外増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

正味財産期末残高

長期貸付金残高

短期貸付金実績（運転資金）

短期貸付金実績（事業資金）

損失補償（残高）

補助金（運営費）

補助金（事業費）

委託料（指定管理料除く）

指定管理料

その他

自己資本比率（％）

流動比率（％）

有利子負債依存度（％）

管理費率（％）

人件費比率（％）

独立採算度（％）

総資本当期経常増減率（％）

財務評価

※財務評価は、フローチャートに従いAからDによる評価をし、点数化したものである。

法人説明欄
〔貸借対照表・正味財産増減計算書について〕

〔県の財政的関与について〕

〔財務指標・財務評価について〕

0

0

0.0

平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減(令2-令元)

=流動資産/流動負債×100

0.0 =有利子負債/総資産×100

0.0 =正味財産/総資産×100

0.0

0

0

0

0

0

0

0

0

平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減(令2-令元) 内容

県
の
財
政
的
関
与

0

0

0 0 0 0

正
味
財
産
増
減
計
算
書

0

0 0 0 0

0

0 0 0 0

0

0 0 0 0

0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減(令2-令元)

0 0 0 0

0

0

0

0

0

0 0

0

0 0 0 0

0

0

0

0

0

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減(令2-令元)

貸
借
対
照
表

0 0 0 0

0

0 0

財
務
指
標

=(経常・経常外収益-補助金【運営費】)/(経常・経常外費用)×100

0.0 =当期経常増減額/正味財産期末残高×100

0.0 =人件費/経常費用×100

平成30年度 令和元年度 令和２年度

0.0 =管理費/経常費用×100

増減(令2-令元)

A(100.0)、B(70.0)、C(40.0)、D(20.0)



（入力用）財務評価（フローチャートによる評価）　公益法人・一般法人用

　（下記の該当する”Yes”、”No”及びＡ～Ｄを○で囲むこと）

　＜独立採算度などからみて＞

Ａ
（独立採算度の値が100%以上か） （独立採算度の値が100%以上か）

Ｂ
（独立採算度の値が100%以上か）

独立採算不足額が軽微か Ｂ
（減価償却前数値等で判断）

Ｄ

正味財産増減額がプラスか Ｄ
（損益から見て黒字か）

正味財産から基本財産を差し引 Ｃ
いた額はマイナスか

Ｄ

正味財産がマイナスか Ｄ

内部留保額がマイナスか Ｃ

Ｄ

Ｃ

Ａ：良好

Ｂ：概ね良好

Ｃ：改善を要する

Ｄ：大いに改善を要する

マイナスは軽微かつ解消
可能か

0

　財務諸表と財務指標の数値等を確認して、正確に判断すること。

令和元年度決算において独立採算性
が保たれていたか

令和２年度決算において独立採算性
が保たれていたか

令和２年度決算において独立採算性
が保たれていたか

概ね３年以内に不足解消
可能か

独立採算不足額が増加傾向にあるか

中長期計画に基づく正味
財産の減少か

概ね３年以内に不足
解消可能か

マイナスは軽微かつ解消
可能か

No

No

No

No

No

No

No

No No No

No

No

Yes Yes

Yes

Yes Yes

Yes

Yes Yes

Yes Yes

Yes

Yes
No

Yes

No

Yes



（入力用）財務評価（フローチャートによる評価）　会社法・特別法法人用

　（下記の該当する”Yes”、”No”及びＡ～Ｄを○で囲むこと）

　＜損益計算書からみて＞

Ａ

Ｃ

　＜貸借対照表からみて＞ Ｄ

Ｂ

　累積欠損金額が

対 自己資本比率 Ｂ
50%未満

Ｂ

Ｃ

対 自己資本比率 Ｂ
50～100%

Ｃ

　

Ｃ

Ｄ

対 自己資本比率 Ｂ
100%超（債務超過）

Ｃ

Ｄ

Ａ：良好

Ｂ：概ね良好

Ｃ：改善を要する

Ｄ：大いに改善を要する

概ね３年以内に
単年度黒字可能か

事業計画通りの累
積欠損か

概ね３年以内に
単年度黒字可能か

概ね３年以内に
単年度黒字可能か

事業計画通りの累
積欠損か

概ね３年以内に
単年度黒字可能か

事業計画通りの累
積欠損か

令和２年度決算にお
いて黒字か

※ 事業計画どおりの黒字か否かにより経
営努力に差

減価償却前
黒字か

事業計画通りの
償却前赤字か

概ね３年以内に
単年度黒字可能か

累積欠損金が
あるか

※概ね3年以内に単年度黒字が可能か否か
により経営努力に差

0

　財務諸表の数値等を確認して、正確に判断すること。

令和元年度決算にお
いて黒字か

令和２年度決算にお
いて黒字か

累積欠損金がある
か

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes
Yes

Yes

Yes

Yes Yes

Yes

Yes Yes

No

No

No No

No

No

No

No

No

No

No

No

No

Yes

No

NoYes



情報公開の状況

令和３年３月31日時点

□ 有 （URL: ）

□ 無

【 (１)　法人の基本的情報 】

主たる事務所
への備え置き

法人ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

□ □ 定款 （URL: ）

□ □ 役員名簿

（URL: ）

□ □ 社員名簿（社団法人に限る）

（URL: ）

□ □ 事業報告書

（URL: ）

□ □ 決算関係書類

（URL: ）

□ □ 事業計画書

（URL: ）

□ □ 予算関係書類

（URL: ）

□ □ 中期経営計画等法人に係る基本的な計画書

（URL: ）

□ □ 職員数に関する情報

（URL: ）

□ □ 職員給与に関する情報

（URL: ）

□ □ 役員報酬・退職金に関する情報

（URL: ）

【 (２)　県の関与に関する情報 】

主たる事務所
への備え置き

法人HP

□ □ 県の出資

（URL: ）

□ □ 県の財政的関与の額（補助・委託含む）

（URL: ）

□ □ 県の財政的関与の内容等（補助・委託含む）

（URL: ）

□ □ 県派遣職員に関する情報

（URL: ）

□ □ 運営評価の結果

（URL: ）

□ 有

無

３　法人ホーム

　ページ以外で

　の情報提供　

１　法人ホーム 0

　ページの有無

２　情報公開の状況



Ⅴ　法人及び所管部局の評価

１　県施策と法人との連携・協働

(1)　県施策の推進について

(2)　民間団体との代替性及び役割分担について

２　自律的マネジメントの促進
(1)　組織マネジメントの確立について

(2)　リスク管理体制の強化について

３　健全経営の維持・確保
(1)　経営改善について

(2)　県の人的・財政的関与について

※財政的関与は、貸付金・損失補償・補助金（運営費）を受けている場合に記載。

４　情報公開の推進について　※開示状況は別表参照

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

所
管
部
局

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人



Ⅵ　統括部署（総務部）の総合評価

１　取り組むべきこと（指摘事項）

２　過去の指摘事項に対する取組状況
【令和元年度指摘事項】

指摘事項
1

2

3

1

2

3

【令和２年度指摘事項】
指摘事項

1

2

1

2

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

取組状況

所
管
部
局

取組状況

達成時期取組実績・効果・進捗状況

取組実績・効果・進捗状況 達成時期

法
人

法
人
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